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憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究（一）　

憲
法
保
障
に
お
け
る
機
能
的
等
価
物
の
比
較
憲
法
学
的
研
究
（
一
）
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憲
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論　　　説

は
じ
め
に

　

憲
法
上
保
障
さ
れ
て
い
る
基
本
権
を
制
限
す
る
立
法
の
合
憲
性
が
争
わ
れ
る
事
例
に
お
い
て
、
そ
う
し
た
制
限
の
合
憲
性
に
つ
い
て

判
断
し
て
い
く
、
裁
判
所
に
よ
る
事
後
的
救
済
と
し
て
の
合
憲
性
審
査
（
違
憲
審
査
）
と
い
う
制
度
が
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、

合
憲
性
審
査
制
に
つ
い
て
は
、
民
主
政
治
に
お
い
て
、
選
挙
に
よ
っ
て
選
ば
れ
た
わ
け
で
も
な
く
、
ま
た
人
民
に
対
し
て
説
明
責
任
を

負
っ
て
い
る
わ
け
で
も
な
い
裁
判
官
が
、
司
法
審
査
権
を
行
使
す
る
こ
と
は
、
い
か
な
る
理
由
で
正
当
化
さ
れ
る
の
か
、
と
い
う
反
多

数
派
主
義
の
難
点
（Counter-m

ajoritarian D
ifficulty

）
の
問
題
も
つ
き
ま
と
っ
て
き
た
。

　

ま
た
、
裁
判
所
は
合
憲
性
審
査
に
あ
た
っ
て
、
政
策
決
定
者
た
る
政
治
部
門
の
判
断
を
で
き
る
限
り
尊
重
し
、
そ
れ
に
介
入
す
る
こ

と
は
な
る
べ
く
控
え
よ
う
と
す
る
態
度
、
い
わ
ゆ
る
司
法
消
極
主
義
を
基
本
と
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
き
た
。

　

裁
判
所
に
よ
る
合
憲
性
審
査
制
の
消
極
的
な
運
用
を
も
た
ら
す
上
記
の
実
質
的
論
拠
の
下
で
、
国
民
の
憲
法
上
の
権
利
を
保
護
し
、

憲
法
に
よ
る
秩
序
を
存
続
さ
せ
、
安
定
さ
せ
る
憲
法
保
障
の
他
の
手
段
は
な
い
か
と
い
う
問
題
が
生
じ
る
。

　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
第
一
〇
八
条
は
、「
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
裁
判
所
は
立
法
府
及
び
行
政
府
に
よ
る
法
令
等

の
憲
法
へ
の
適
合
性
を
審
理
す
る
裁
判
所
で
あ
る
」
と
規
定
し
、
憲
法
裁
判
所
型
の
合
憲
性
審
査
制
を
導
入
し
て
い
る
。
し
か
し
、
憲

法
裁
判
所
の
設
立
後
二
九
年
間
で
、
法
令
な
ど
の
法
規
範
を
憲
法
違
反
と
し
た
の
は
七
件
に
過
ぎ
な
い
。
一
九
九
八
年
二
月
の
違
憲
判

決
が
最
後
の
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
以
降
は
違
憲
判
決
が
出
さ
れ
て
い
な
い
。
し
か
も
、
こ
れ
ら
の
判
決
は
、
判
決
の
題
名
の
通
り
、
法

律
で
は
な
く
下
位
の
法
規
範
の
合
憲
性
に
関
す
る
判
決
で
あ
る
。
憲
法
上
憲
法
裁
判
所
に
与
え
ら
れ
て
い
る
権
限
、
ま
た
そ
の
判
決
の

拘
束
力
等
の
法
律
上
の
根
拠
が
あ
る
の
に
か
か
わ
ら
ず
、
憲
法
裁
判
所
の
合
憲
性
審
査
制
の
運
用
は
不
活
発
で
あ
り
、
消
極
的
な
立
場

に
あ
る
。
そ
う
い
う
状
況
の
下
で
憲
法
の
保
障
は
い
か
な
る
方
法
で
な
さ
れ
て
い
る
か
と
い
う
こ
と
に
関
し
て
は
、
合
憲
性
審
査
制
と

（
1
）

（
2
）

（
3
）

（
4
）
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憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究（一）　

機
能
的
に
等
価
で
あ
る
他
の
制
度
の
存
在
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
に
し
た
。

　

本
稿
は
、
憲
法
裁
判
所
以
外
、
い
か
な
る
機
関
が
実
務
上
憲
法
保
障
の
機
能
を
果
た
し
て
い
る
か
、
ま
た
、
い
か
な
る
手
続
に
お
い

て
、
ど
の
程
度
の
審
査
権
が
認
め
ら
れ
て
い
る
か
を
明
確
に
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
に
お
け
る
合
憲
性
審
査
制
と
機

能
的
に
等
価
で
あ
る
他
の
制
度
の
憲
法
保
障
に
お
け
る
役
割
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
に
、
次
の
三
つ

の
問
題
を
検
討
す
る
。

　

第
一
に
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
裁
判
所
に
よ
る
合
憲
性
審
査
制
の
運
用
が
不
活
発
で
あ
る
と
い
う
点
に
つ
い
て
で
あ
る
。

こ
こ
で
は
、
ま
ず
、
憲
法
裁
判
所
に
よ
る
合
憲
性
審
査
の
法
的
問
題
、
そ
し
て
憲
法
裁
判
所
の
立
法
発
議
権
と
判
決
の
効
力
に
関
連
す

る
問
題
、
さ
ら
に
具
体
的
規
範
統
制
の
実
現
と
対
立
す
る
事
項
な
ど
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け

る
合
憲
性
審
査
制
の
消
極
的
な
性
格
を
明
ら
か
に
す
る
。

　

第
二
に
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
総
会
に
つ
い
て
で
あ
る
。
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
で
は
憲
法
保
障
を
行
っ
て
い
る
他
の

制
度
と
し
て
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
総
会
の
役
割
が
機
能
的
に
違
憲
審
査
制
に
近
い
。
最
高
裁
判
所
総
会
は
下
級
裁
判

所
に
対
し
て
法
令
の
適
用
に
関
す
る
指
導
的
解
説
を
下
す
権
限
を
有
す
る
。
本
制
度
は
、
旧
ソ
連
時
代
に
登
場
し
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最

高
裁
判
所
と
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
構
成
共
和
国
最
高
裁
判
所
に
属
す
る
権
限
で
あ
っ
た
。
登
場
し
た
段
階
で
は
、
合
憲
性
審
査
の
専
門
機
関

と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
て
い
た
が
、
時
代
が
変
わ
っ
て
い
く
こ
と
に
よ
っ
て
、
合
憲
性
を
は
か
る
専
門
機
関
と
し
て
の
性
質
を
徐
々

に
失
い
、
合
法
性
監
督
の
機
能
を
行
使
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
く
。
現
在
も
、
ロ
シ
ア
、
及
び
他
の
旧
ソ
連
邦
諸
国
の
最
高
裁
判
所
に

属
す
る
権
限
と
し
て
残
存
し
て
お
り
、
憲
法
を
解
釈
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
意
味
で
は
、
合
憲
性
審
査
制
の
専
門
機
関
と
し

て
認
め
ら
れ
て
い
な
い
が
、
法
令
の
解
釈
を
行
な
っ
て
き
て
お
り
、
事
実
上
合
憲
性
審
査
制
へ
の
貢
献
で
は
あ
る
に
せ
よ
、
合
憲
性
審

査
制
の
機
能
的
等
価
物
で
あ
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
憲
法
裁
判
所
に
よ
る
違
憲
審
査
制
が
司
法
消
極
主
義
と
い
う
状
況
の
下
に
あ

（阪大法学）71（2-67）　393 〔2021. 7 〕



論　　　説

る
と
い
う
こ
と
と
対
比
し
て
、
最
高
裁
判
所
総
会
の
憲
法
保
障
に
お
け
る
役
割
が
非
常
に
大
き
い
と
考
え
て
い
る
。

　

こ
の
点
に
つ
い
て
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
は
一
九
九
〇
年
ま
で
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
構
成
共
和
国
の
一
つ
で
あ
っ
た
と
い
う
歴
史
の

流
れ
に
沿
っ
て
、
現
代
に
お
け
る
憲
法
保
護
制
度
の
検
討
を
行
う
た
め
に
、
旧
ソ
連
時
代
を
尋
ね
る
必
要
が
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
合
憲

性
審
査
制
が
登
場
し
た
の
は
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
の
形
成
後
（
一
九
二
二
年
）
で
あ
り
、
一
九
二
三
年
か
ら
一
九
三
三
年
ま
で
の
時
期
に
お

い
て
合
憲
性
審
査
の
重
要
な
機
能
を
果
た
し
て
い
た
の
が
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
で
あ
っ
た
。
三
〇
年
代
以
降
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦

最
高
裁
判
所
が
合
法
性
監
督
の
機
能
を
果
た
す
こ
と
に
な
る
。
こ
の
機
能
は
法
律
解
釈
の
機
能
で
あ
り
、
法
令
の
一
律
的
な
適
用
を
保

障
す
る
た
め
に
、
下
級
裁
判
所
に
対
し
て
、
法
令
適
用
に
関
す
る
解
説
を
下
す
権
限
の
こ
と
で
あ
る
。
八
〇
年
代
に
来
て
、
ま
っ
た
く

新
し
い
憲
法
裁
判
所
を
設
立
す
る
動
き
が
始
ま
る
が
、
最
高
裁
判
所
は
法
令
適
用
に
関
す
る
解
説
を
下
す
権
限
を
も
っ
て
現
在
に
至
っ

て
い
る
。
そ
の
歴
史
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
現
代
の
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
憲
法
裁
判
所
の
不
活
発
な
活
動
の
原
因
を
明
ら
か
に
し
、

さ
ら
に
、
現
代
に
至
っ
た
最
高
裁
判
所
総
会
の
憲
法
保
障
に
お
け
る
役
割
に
つ
い
て
考
察
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ら
で
あ
る
。
以
下
で

は
、
こ
の
よ
う
な
、
社
会
主
義
体
制
に
お
い
て
登
場
し
た
制
度
の
民
主
主
義
の
時
代
に
お
け
る
現
れ
つ
い
て
も
、
沿
革
も
踏
ま
え
、
裁

判
例
も
包
含
さ
せ
て
紹
介
す
る
。

　

第
三
に
、
法
案
事
前
審
査
制
の
存
在
に
つ
い
て
で
あ
る
。
法
令
審
査
制
度
自
体
は
、
法
律
が
制
定
さ
れ
る
ま
で
の
段
階
で
行
わ
れ
る

事
前
審
査
と
現
行
の
法
律
の
憲
法
へ
の
適
合
性
が
争
わ
れ
る
場
合
の
事
後
的
審
査
に
大
別
さ
れ
て
お
り
、
か
く
て
、
法
案
事
前
審
査
制

が
事
後
的
救
済
と
し
て
の
合
憲
性
審
査
制
の
機
能
的
等
価
物
と
し
て
考
え
ら
れ
る
。

　

法
案
の
事
前
審
査
制
も
憲
法
保
障
の
一
つ
の
方
法
と
し
て
認
知
さ
れ
て
い
る
。
日
本
に
お
け
る
内
閣
法
制
局
に
よ
る
法
案
事
前
審
査

制
、
あ
る
い
は
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け
る
司
法
省
に
よ
る
法
案
事
前
審
査
制
が
そ
れ
に
あ
た
る
。
日
本
で
は
、
内
閣
法
制

局
が
厳
格
な
法
案
の
事
前
審
査
権
を
行
使
し
て
お
り
、
内
閣
法
制
局
に
よ
る
事
前
審
査
を
経
て
制
定
さ
れ
た
法
律
、
政
令
の
中
で
、
最

（
5
）
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憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究（一）　

高
裁
判
所
が
違
憲
判
決
を
下
し
た
も
の
は
ほ
と
ん
ど
な
い
と
い
う
事
実
か
ら
、
そ
れ
が
司
法
消
極
主
義
の
原
因
の
一
つ
で
あ
る
と
い
う

議
論
が
な
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
た
め
、
本
制
度
も
機
能
的
に
は
違
憲
審
査
制
と
等
価
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

合
憲
性
審
査
制
が
消
極
的
な
立
場
に
あ
る
と
い
う
現
状
に
お
い
て
、
そ
の
機
能
的
等
価
物
で
あ
る
他
の
制
度
の
憲
法
保
障
制
度
と
し

て
の
性
質
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
大
切
だ
と
考
え
て
い
る
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
こ
れ
ら
の
制
度
は
、
憲
法
保
障
を
行
う
専
門
機
関
で
は

な
く
、
保
障
機
能
を
果
た
し
て
い
る
だ
け
で
、
憲
法
を
保
障
す
る
た
め
に
十
分
で
あ
る
と
言
え
る
に
は
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

第
一
章　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け
る
合
憲
性
審
査
制
の
沿
革

第
一
節　

ソ
ビ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
に
お
け
る
憲
法
保
障
制
度
の
登
場

　

統
一
的
な
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
の
形
成
は
、
合
法
性
の
監
督
及
び
司
法
監
督
の
機
能
や
特
別
に
重
要
な
訴
訟
の
第
一
審
に
お
け
る
審
理
な

ど
の
管
轄
を
有
す
る
全
国
家
的
な
司
法
機
関
を
緊
急
に
形
成
す
る
必
要
性
を
生
じ
さ
せ
た
。

　

一
九
二
二
年
一
二
月
三
〇
日
の
ソ
ビ
エ
ト
第
一
大
会
に
よ
っ
て
制
定
さ
れ
た
「
ソ
ビ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
の
形
成
に
関
す

る
」
条
約
の
第
一
二
条
は
ソ
ビ
エ
ト
中
央
執
行
委
員
会
の
管
理
下
で
最
高
司
法
監
督
の
機
能
を
持
つ
最
高
裁
判
所
の
設
立
に
つ
い
て
定

め
て
い
た
。
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
に
よ
り
、
一
九
二
三
年
一
一
月
二
三
日
の
「
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
に
関
す
る
」

総
則
が
制
定
さ
れ
、
連
邦
最
高
裁
判
所
が
そ
の
管
轄
の
規
定
を
受
け
た
。

　

さ
ら
に
、
一
九
二
四
年
の
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
憲
法
の
第
七
章
は
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
権
限
、
そ
の
組
織
、
構
成
及
び
そ
の
選

任
手
続
な
ど
に
つ
い
て
規
定
し
、
第
四
三
条
第
一
項
で
は
最
高
裁
判
所
の
設
立
の
目
的
に
つ
い
て
定
め
て
い
た
。
即
ち
、
ソ
ビ
エ
ト
社

会
主
義
共
和
国
連
邦
の
領
域
に
お
い
て
革
命
的
合
法
性
を
確
保
す
る
た
め
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
の
管
理
の
下
で
最
高
裁

判
所
が
設
立
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
ま
た
、
同
条
に
よ
り
、
最
高
裁
判
所
の
管
轄
に
つ
い
て
は
、
連
邦
構
成
共
和
国
最
高
裁
判

（
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所
に
対
し
法
令
の
適
用
に
関
す
る
解
説
を
下
す
権
限
、
さ
ら
に
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
の
要
請
に
よ
り
合
憲
性
審
査
の
権

限
が
規
定
さ
れ
て
い
た
。

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
は
、
合
憲
性
の
監
督
を
実
施
す
る
際
に
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
（
最
高
統
治
機
関
）
の
幹

部
会
の
要
請
に
よ
り
、
ソ
ビ
エ
ト
人
民
委
員
会
議
（
政
府
機
関
）
と
連
邦
構
成
共
和
国
に
お
け
る
中
央
執
行
委
員
会
及
び
人
民
委
員
会

議
の
政
令
の
合
憲
性
に
つ
い
て
審
査
を
し
、
当
該
政
令
の
廃
止
に
つ
い
て
ソ
ビ
エ
ト
中
央
執
行
委
員
会
の
幹
部
会
に
対
し
て
意
見
書
を

送
付
し
て
い
た
。
例
え
ば
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
に
よ
り
、
一
九
二
四
年
度
に
お
い
て
二
一
九
七
件
、
一
九
二
八
年
度
に
お
い

て
六
二
七
二
件
の
法
規
範
の
合
憲
性
に
つ
い
て
意
見
書
が
下
さ
れ
た
。
し
か
し
、
ソ
連
邦
最
高
裁
判
所
は
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
ソ
ビ
エ
ト

大
会
（
ソ
ビ
エ
ト
立
法
機
関
）
と
ソ
ビ
エ
ト
中
央
執
行
委
員
会
に
よ
る
法
規
範
の
合
憲
性
を
審
査
す
る
権
限
を
有
し
て
い
な
か
っ
た
。

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
は
司
法
制
度
に
お
い
て
特
別
な
立
場
を
占
め
て
い
た
。
そ
れ
は
次
の
二
つ
の
事
情
で
明
確
に
な
る
。

　

第
一
に
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
司
法
監
督
機
能
を
行
う
司
法
機
関
と
し
て
の
役
割
で
あ
る
。
司
法
機
能
に
は
、
と
り
わ
け
、

①
上
級
職
員
に
よ
る
役
職
罪
に
関
す
る
訴
訟
の
審
理
と
②
連
邦
構
成
共
和
国
の
利
益
に
影
響
を
与
え
る
よ
う
な
、
ま
た
は
連
邦
構
成
共

和
国
間
の
紛
争
の
解
決
に
関
連
す
る
、
特
別
に
重
要
な
刑
事
か
つ
民
事
訴
訟
の
審
理
が
含
ま
れ
る
。

　

司
法
監
督
の
機
能
に
お
い
て
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
は
、
連
邦
最
高
裁
判
所
の
検
察
官
の
勧
告
に
基
づ
い
て
、
ソ
ビ
エ
ト
連

邦
立
法
に
適
合
し
な
い
且
つ
連
邦
構
成
共
和
国
の
利
益
に
侵
害
を
与
え
る
よ
う
な
、
連
邦
構
成
共
和
国
最
高
裁
判
所
に
よ
る
判
決
、
決

定
及
び
評
決
に
対
し
て
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
に
上
訴
を
行
う
こ
と
、
さ
ら
に
、
連
邦
最
高
裁
幹
部
会
に
よ
る
判
決
、
決

定
、
な
ら
び
に
連
邦
最
高
裁
判
所
に
お
け
る
特
別
な
存
在
の
部
局
や
司
法
機
能
を
有
す
る
他
の
機
関
（
高
等
仲
裁
委
員
会
な
ど
）
の
判

決
、
決
定
な
ど
の
審
理
及
び
そ
の
却
下
に
関
す
る
裁
判
を
実
施
し
て
い
た
。

　

第
二
に
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
は
、
司
法
及
び
司
法
監
督
機
能
を
有
す
る
司
法
機
関
と
し
て
だ
け
で
は
な
く
、
一
般
監
督
を

（
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憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究（一）　

行
う
特
別
機
関
と
し
て
も
機
能
し
て
い
た
。
そ
れ
は
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
一
般
監
督
権
の
こ
と
で
あ
る
。
そ
も
そ
も
ソ
ビ
エ

ト
連
邦
憲
法
第
四
三
条
に
よ
り
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
の
領
域
内
に
お
い
て
革
命
的
な
合
法
性
を
確
保
す
る
こ
と
が
目
的
と
さ
れ
、
ソ
ビ
エ

ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
の
管
理
の
下
で
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
が
設
立
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
憲
法
は
、
そ
う
い
っ
た

司
法
の
監
視
に
関
す
る
機
能
を
実
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
他
の
独
立
機
関
に
つ
い
て
も
規
定
し
て
い
な
か
っ
た
。

　

連
邦
最
高
裁
判
所
の
一
般
監
督
（
合
憲
性
監
督
と
も
呼
ば
れ
て
い
た
）
を
行
う
機
関
と
し
て
の
役
割
は
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
憲
法
第
四

三
条
に
規
定
さ
れ
て
い
た
次
の
権
限
に
よ
り
明
ら
か
に
さ
れ
る
。
即
ち
、
ソ
ビ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
最
高
裁
判
所
に
対
し
て
ソ
ビ
エ

ト
連
邦
立
法
に
関
す
る
問
題
に
つ
い
て
指
導
的
な
意
見
を
出
す
こ
と
や
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
の
要
求
に
基
づ
い
て
、
連

邦
構
成
共
和
国
の
中
央
執
行
委
員
会
に
よ
る
政
令
な
ど
の
合
法
性
に
つ
い
て
意
見
を
出
す
権
限
な
ど
を
有
し
て
い
た
。
連
邦
構
成
共
和

国
間
に
お
け
る
訴
訟
紛
争
（
連
邦
構
成
共
和
国
の
利
益
へ
の
抵
触
に
関
す
る
事
件
）
の
解
決
に
関
す
る
権
限
も
、
一
般
監
督
分
野
に
お

け
る
大
き
な
役
割
と
み
な
さ
れ
て
い
た
。

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
組
織
及
び
活
動
に
関
す
る
事
項
な
ど
を
規
制
し
て
い
た
上
記
の
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
に
関
す

る
規
定
な
ど
に
お
い
て
は
、
ソ
連
邦
最
高
裁
判
所
と
連
邦
構
成
共
和
国
最
高
裁
判
所
の
関
係
の
定
義
に
特
に
注
意
が
払
わ
れ
て
い
た
。

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
に
関
す
る
総
則
上
、
連
邦
最
高
裁
判
所
が
そ
の
権
限
に
関
連
す
る
す
べ
て
の
問
題
を
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
全

体
及
び
個
々
の
連
邦
構
成
共
和
国
の
利
益
に
基
づ
き
、
憲
法
並
び
に
、
連
邦
最
高
裁
判
所
総
則
、
全
ソ
ビ
エ
ト
立
法
及
び
連
邦
構
成
共

和
国
立
法
に
従
っ
て
厳
密
に
解
決
す
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
て
い
た
。

第
二
節　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
構
成
と
そ
の
活
動
の
実
際

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
は
、
総
会
と
四
つ
の
裁
判
部
門
、
即
ち
民
事
部
門
、
刑
事
部
門
、
軍
事
部
門
及
び
軍
事
運
輸
部
門
と
い

（
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う
構
成
で
活
動
し
て
い
た
。
主
な
作
業
は
、
常
任
の
会
員
と
連
邦
構
成
共
和
国
の
最
高
裁
判
所
長
官
で
構
成
さ
れ
る
総
会
が
行
っ
て
い

た
。

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
設
立
後
の
五
年
間
の
実
務
に
関
す
る
統
計
に
よ
る
と
、
前
面
に
出
て
く
る
の
が
一
般
監
督
分
野
に
お

け
る
活
動
で
あ
り
、
そ
の
時
代
よ
く
言
わ
れ
た
よ
う
に
、
憲
法
監
督
の
活
動
に
つ
い
て
言
及
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
そ
の
五
年
間
に
お

い
て
、
連
邦
最
高
裁
判
所
に
よ
り
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
に
八
六
件
の
違
憲
行
為
に
つ
い
て
申
し
立
て
が
な
さ
れ
た
。
連
邦

構
成
共
和
国
中
央
執
行
機
関
と
人
民
委
員
会
議
に
よ
る
政
令
に
つ
い
て
一
一
件
の
憲
法
不
適
合
性
に
関
す
る
意
見
が
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
中

央
執
行
委
員
会
幹
部
会
に
提
出
さ
れ
た
。
連
邦
最
高
裁
判
所
の
検
察
庁
の
勧
告
に
よ
っ
て
、
全
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
立
法
に
反
す
る
連
邦
構

成
共
和
国
最
高
裁
判
所
総
会
に
よ
る
一
六
件
の
決
議
が
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
に
上
訴
さ
れ
た
。
ま
た
、
連
邦
最
高
裁
判
所
に
よ
り
、

一
九
二
四
年
度
に
お
い
て
二
一
九
七
件
、
一
九
二
八
年
度
に
お
い
て
六
二
七
二
件
の
法
規
範
の
合
憲
性
に
つ
い
て
意
見
書
が
下
さ
れ
た
。

　

一
九
二
三
年
十
一
月
二
三
日
の
「
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
に
関
す
る
」
総
則
に
よ
れ
ば
、
連
邦
構
成
共
和
国
最
高
裁
判
所
に
対

し
、
全
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
立
法
に
つ
い
て
指
導
的
意
見
や
解
釈
に
関
す
る
決
議
を
出
す
（
法
律
適
用
意
見
決
議
）
と
い
う
連
邦
最
高
裁
判

所
総
会
の
機
能
は
第
一
の
任
務
と
し
て
規
定
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
機
能
は
、
合
法
性
の
遵
守
を
監
視
す
る
と
い
っ
た
一
般
的
監
督
の
分

野
に
属
し
て
い
た
。

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
総
会
は
連
邦
構
成
共
和
国
の
最
高
裁
判
所
長
官
で
構
成
さ
れ
て
お
り
、
連
邦
構
成
共
和
国
最
高
裁
判

所
長
官
の
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
へ
の
参
加
は
、
連
邦
最
高
裁
判
所
と
連
邦
構
成
共
和
国
最
高
裁
判
所
の
密
接
な
関
係
を
確

保
す
る
非
常
に
重
要
な
活
動
の
形
式
で
あ
っ
た
。
総
会
に
お
い
て
は
、
特
に
、
連
邦
構
成
共
和
国
最
高
裁
判
所
が
出
し
た
判
決
や
決
定

な
ど
の
合
法
性
に
つ
い
て
議
論
が
な
さ
れ
、
さ
ら
に
、
各
共
和
国
最
高
裁
判
所
の
代
表
者
の
参
加
に
よ
り
、
連
邦
構
成
共
和
国
に
お
け

る
司
法
の
実
務
を
考
慮
に
入
れ
、
議
論
を
行
う
こ
と
が
可
能
と
な
っ
て
い
た
。
こ
の
よ
う
に
し
て
、
総
会
の
活
動
は
あ
ら
ゆ
る
レ
ベ
ル

（
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の
司
法
官
に
と
っ
て
助
け
で
あ
っ
た
。

　

連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
に
よ
る
最
初
の
法
律
適
用
に
関
す
る
決
議
は
、
一
九
二
四
年
十
一
月
三
日
の
第
三
回
ソ
連
邦
最
高
裁
判
所
総

会
会
議
で
出
さ
れ
た
。
そ
れ
は
没
収
の
対
象
と
な
る
財
産
を
こ
の
財
産
の
価
値
に
等
し
い
金
額
で
の
金
銭
に
取
り
替
え
る
こ
と
が
可
能

で
あ
る
か
ど
う
か
の
問
題
に
つ
い
て
で
あ
っ
た
。
問
題
は
、
そ
れ
ら
を
現
物
で
没
収
す
る
の
で
は
な
く
、
没
収
さ
れ
た
も
の
の
費
用
を

支
払
う
こ
と
を
許
可
す
る
こ
と
に
つ
い
て
被
告
人
の
親
族
か
ら
の
請
願
に
関
連
し
て
生
じ
た
。
ソ
連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
は
、
こ
の
問

題
に
対
し
て
、「
被
告
人
の
財
産
の
没
収
は
社
会
防
衛
の
た
め
の
処
分
で
あ
り
、
債
権
者
の
請
求
に
対
す
る
責
務
弁
済
で
は
な
い
と
い

う
事
実
に
鑑
み
、
没
収
の
対
象
と
な
る
財
産
に
等
し
い
金
額
で
の
金
銭
に
取
り
替
え
る
こ
と
に
つ
い
て
の
申
請
は
却
下
さ
れ
る
べ
き
で

あ
る
」
と
判
断
し
た
。

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
に
関
す
る
総
則
に
よ
れ
ば
、
総
会
に
よ
る
法
律
適
用
に
関
す
る
指
導
的
な
意
見
や
解
釈
は
、
連
邦
の
各

構
成
共
和
国
最
高
裁
判
所
か
つ
軍
法
会
議
に
対
し
て
下
さ
れ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
総
則
第
四
条
に
よ
れ
ば
、
意
見
に
関
す
る
決
議
は
、

ど
こ
に
指
図
さ
れ
る
か
に
関
わ
ら
ず
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
か
つ
連
邦
構
成
共
和
国
の
あ
ら
ゆ
る
裁
判
所
や
他
の
機
関
に
対
し
て
拘
束
力
を

持
っ
て
い
た
。

　

連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
は
、
法
律
の
適
用
に
関
す
る
意
見
と
解
釈
の
両
方
を
下
し
て
い
た
。
し
か
し
、
実
際
に
は
こ
れ
ら
の
間
に
相

違
は
な
か
っ
た
。
元
連
邦
最
高
裁
判
所
長
官
で
あ
る
ヴ
ィ
ン
ク
ロ
フ
氏
（A

. N
. V

inkurov

）
が
「
連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
の
意
見
と

決
議
」（
一
九
三
二
年
最
高
裁
判
所
資
料
集
）
の
序
文
で
、「
法
律
か
ら
の
逸
脱
の
是
正
や
法
律
の
一
律
的
な
解
釈
は
ソ
ビ
エ
ト
連
最
高

裁
判
所
の
意
見
及
び
連
邦
構
成
共
和
国
の
司
法
機
関
の
違
法
決
定
に
関
す
る
決
議
な
ど
に
反
映
さ
れ
て
い
る
」
と
指
摘
し
た
。

　

一
九
二
九
年
七
月
二
四
日
に
「
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
及
び
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
付
属
の
検
察
庁
に
関
す
る
」
総
則
が

改
正
さ
れ
、
新
条
項
の
特
徴
は
、
連
邦
最
高
裁
判
所
が
、
連
邦
構
成
共
和
国
最
高
裁
判
所
の
実
務
に
お
い
て
生
じ
た
問
題
に
つ
い
て
、

（
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全
連
邦
法
の
指
導
的
意
見
及
び
解
釈
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
管
轄
の
み
を
規
定
し
て
い
た
（
前
の
総
則
は
そ
の
よ
う
な
制
限
を

定
め
て
い
な
か
っ
た
）。

　

一
九
三
三
年
六
月
二
〇
日
に
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
及
び
人
民
委
員
会
議
に
よ
っ
て
、「
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
検
察
庁
の
独
立

に
関
す
る
」
総
則
が
承
認
さ
れ
、
上
記
の
一
般
監
督
の
機
能
は
ソ
連
邦
検
察
庁
に
移
管
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
検
察
庁

は
、
一
九
三
三
年
ま
で
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
一
部
と
し
て
活
動
し
て
い
た
（
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
検
察
官
）。

　

そ
の
時
期
に
お
い
て
、
連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
議
の
性
質
が
変
化
し
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
。

　

ま
ず
、
連
邦
法
の
適
用
に
関
す
る
個
々
の
問
題
で
は
な
く
、
立
法
や
そ
の
他
の
法
令
の
迅
速
か
つ
正
確
な
施
行
の
必
要
性
か
ら
生
じ

る
一
連
の
問
題
全
体
に
対
し
て
解
説
が
行
わ
れ
、
決
議
が
出
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
連
邦
検
察
庁
が
独
立
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
議
に
対
し
て
異
議
申
し
立
て
が
行
わ
れ
る
よ
う

に
な
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
、
一
九
三
三
年
に
お
い
て
、
総
会
で
の
四
つ
の
会
議
に
お
い
て
三
六
の
意
見
の
草
案
が
検
討
さ
れ
、

そ
の
二
九
が
承
認
さ
れ
た
。
し
か
し
、
そ
の
内
七
つ
が
（
五
つ
は
指
令
で
二
つ
が
意
見
）
検
察
庁
の
異
議
申
し
立
て
に
基
づ
い
て
ソ
ビ

エ
ト
連
邦
中
央
執
行
委
員
会
に
よ
り
不
要
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
た
。

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
が
設
立
さ
れ
て
か
ら
、
そ
の
機
能
、
構
成
及
び
構
造
、
連
邦
構
成
共
和
国
裁
判
所
及
び
他
の
連
邦
機
関

と
の
関
係
の
性
質
な
ど
に
お
い
て
変
化
が
多
か
っ
た
こ
と
に
も
拘
ら
ず
、
連
邦
最
高
裁
判
所
の
活
動
の
目
的
で
あ
る
「
合
法
性
の
確

保
」
と
い
う
機
能
は
変
化
せ
ず
に
生
き
残
っ
て
き
た
の
で
あ
る
。

　

公
正
な
裁
判
の
実
施
に
お
け
る
合
法
性
確
保
の
活
動
に
お
い
て
非
常
に
重
要
で
あ
っ
た
の
は
、
連
邦
構
成
共
和
国
裁
判
所
に
よ
る
指

導
的
意
見
の
適
用
に
対
す
る
監
督
で
あ
っ
た
。
連
邦
法
や
そ
の
適
用
に
関
す
る
意
見
の
遵
守
の
検
証
は
司
法
監
督
訴
訟
に
お
い
て
行
わ

れ
、
そ
の
不
履
行
は
、
判
決
な
ど
の
無
効
や
変
更
を
も
た
ら
し
て
い
た
。
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憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究（一）　

第
三
節　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
に
お
け
る
特
別
機
関
に
よ
る
違
憲
審
査
制
の
登
場

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
で
は
合
憲
性
の
監
督
を
行
使
す
る
特
別
機
関
を
設
立
す
る
と
い
う
問
題
は
、
法
学
に
お
い
て
長
い
間
議
論
さ
れ
て
き

た
。
そ
の
よ
う
な
機
関
の
欠
如
は
確
か
に
ソ
ビ
エ
ト
の
法
制
度
に
対
し
悪
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
た
。
政
府
に
よ
る
指
令
の
増
加
、
省
庁

の
多
数
の
命
令
や
指
示
の
恣
意
的
訂
正
等
は
、
憲
法
の
基
本
原
則
の
侵
害
を
も
た
ら
し
た
。

　

八
十
年
代
の
政
治
改
革
に
伴
い
、
社
会
的
・
政
治
的
分
野
の
民
主
化
は
一
九
八
八
年
の
憲
法
の
改
正
に
反
映
さ
れ
た
。
憲
法
改
正
に

お
け
る
最
も
重
要
な
も
の
一
つ
は
、
一
九
八
八
年
一
二
月
一
日
の
、
憲
法
を
保
障
す
る
た
め
の
特
別
機
関
で
あ
る
ソ
ビ
エ
ト
憲
法
監
督

委
員
会
の
設
立
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
に
お
い
て
、
憲
法
の
専
門
的
な
法
的
保
護
を
行
使
す
る
最
初
の
機
関
で
あ
っ
た
。

一
九
八
九
年
一
二
月
二
三
日
に
連
邦
憲
法
監
督
に
関
す
る
法
律
が
制
定
さ
れ
、
そ
の
権
限
や
活
動
の
内
容
は
法
律
上
の
根
拠
を
得
た
。

本
法
律
に
よ
り
、
連
邦
に
お
け
る
憲
法
監
督
の
目
的
は
「
国
家
機
関
及
び
社
会
団
体
の
法
令
が
、
連
邦
及
び
同
盟
・
自
治
共
和
国
の
憲

法
に
一
致
す
る
よ
う
保
障
し
、
個
人
の
憲
法
上
の
権
利
及
び
自
由
、
連
邦
人
民
の
権
利
並
び
に
ソ
ビ
エ
ト
社
会
の
民
主
的
基
礎
を
保
護

す
る
こ
と
」
と
規
定
さ
れ
て
い
た
。
本
制
度
は
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
と
同
様
に
連
邦
各
共
和
国
に
お
い
て
も
設
立
さ
れ
て
い
た
。
即
ち
、

連
邦
憲
法
監
督
法
に
よ
れ
ば
（
第
二
条
）
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
に
お
け
る
憲
法
監
督
を
実
現
す
る
の
は
、
ソ
連
邦
憲
法
監
督
委
員
会
並
び
に

構
成
共
和
国
及
び
自
治
共
和
国
の
憲
法
監
督
機
関
だ
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。

　

連
邦
憲
法
監
督
委
員
会
の
構
成
に
つ
い
て
は
、
政
治
及
び
法
の
分
野
の
専
門
家
の
中
か
ら
選
出
さ
れ
、
委
員
長
、
副
委
員
長
及
び
各

加
盟
共
和
国
か
ら
の
一
人
の
代
表
を
含
む
二
五
人
の
委
員
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
た
（
連
邦
憲
法
監
督
法
、
第
五
条
）。

　

連
邦
憲
法
監
督
委
員
会
は
、
審
理
を
し
た
結
果
、
法
令
の
合
憲
性
に
つ
い
て
結
論
を
出
し
て
い
た
。
連
邦
憲
法
監
督
委
員
会
が
、
法

令
ま
た
は
そ
の
個
々
の
規
定
が
連
邦
の
憲
法
ま
た
は
法
律
に
適
合
し
な
い
と
い
う
結
論
を
採
択
し
た
場
合
、
連
邦
人
民
代
議
員
大
会
に

よ
り
採
択
さ
れ
た
連
邦
の
法
律
及
び
そ
の
他
の
法
令
、
構
成
共
和
国
の
憲
法
、
ま
た
は
そ
れ
ら
の
個
々
の
規
定
を
除
き
、
当
該
法
令
の

（
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効
力
は
、
そ
の
不
適
合
性
が
除
却
さ
れ
る
ま
で
、
全
体
と
し
て
、
ま
た
は
個
々
の
部
分
に
お
い
て
停
止
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た

（
連
邦
憲
法
監
督
法
、
第
一
九
条
、
第
二
〇
条
、
第
二
一
条
）。

　

連
邦
憲
法
監
督
法
は
、
連
邦
立
法
制
度
に
お
い
て
特
別
な
地
位
を
占
め
て
い
た
。
ま
ず
、
本
法
は
全
く
新
し
い
政
治
的
・
法
的
制
度

を
実
現
し
た
も
の
で
あ
り
、
憲
法
的
改
革
の
新
し
い
時
代
を
代
表
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
本
法
が
制
定
さ
れ
る
ま
で
、
憲
法

の
保
護
を
具
体
的
に
定
め
た
法
規
範
が
な
く
、
憲
法
の
最
高
法
規
性
の
原
理
に
基
づ
い
て
憲
法
保
障
が
な
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。

　

相
次
ぐ
国
家
改
革
に
伴
い
、
立
法
活
動
の
急
速
な
増
加
、
つ
ま
り
法
律
及
び
他
の
規
制
が
数
多
く
制
定
さ
れ
は
じ
め
、
一
九
九
〇
年

一
〇
月
に
は
、
さ
ら
に
一
九
七
八
年
の
憲
法
が
一
部
改
正
さ
れ
、
そ
の
改
正
の
中
で
、
憲
法
裁
判
所
を
準
備
す
る
規
定
が
設
け
ら
れ
た
。

一
九
九
一
年
五
月
、
同
憲
法
裁
判
所
の
組
織
及
び
権
限
に
つ
い
て
の
規
定
が
ロ
シ
ア
最
高
会
議
に
よ
っ
て
採
択
さ
れ
、
こ
れ
に
続
く
七

月
一
二
日
、「
ロ
シ
ア
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
社
会
主
義
共
和
国
憲
法
裁
判
所
に
関
す
る
」
法
律
が
人
民
代
議
員
大
会
に
よ
っ
て
承
認
さ
れ
た
。

連
邦
憲
法
監
督
委
員
会
法
は
連
邦
構
成
共
和
国
に
対
し
て
自
国
の
憲
法
審
査
の
た
め
の
制
度
を
設
立
す
る
こ
と
を
認
め
て
お
り
、
ロ
シ

ア
は
連
邦
構
成
共
和
国
の
中
で
実
際
に
憲
法
裁
判
所
を
設
立
し
た
最
初
の
共
和
国
と
な
っ
た
。

　

ソ
ビ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
の
崩
壊
後
、
一
九
九
一
年
七
月
一
二
日
の
法
律
に
よ
っ
て
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
裁
判
所
が
設
立
さ
れ

た
が
、
憲
法
裁
判
所
の
設
立
は
様
々
な
原
因
に
基
づ
い
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
一
つ
目
は
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
と
連
邦
構
成
共
和
国
に

お
い
て
、
憲
法
は
直
接
適
用
可
能
な
法
規
範
と
は
み
な
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
憲
法
に
含
ま
れ
る
市
民
の
基
本

的
な
権
利
と
自
由
を
含
む
、
さ
ま
ざ
ま
な
実
施
レ
ベ
ル
で
の
重
大
な
違
反
ま
で
そ
れ
ら
を
無
視
す
る
理
由
の
一
つ
で
あ
っ
た
。
二
つ
目

は
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
の
崩
壊
と
ロ
シ
ア
連
邦
に
お
け
る
遠
心
力
の
高
ま
り
が
、
憲
法
上
分
立
さ
れ
た
権
力
の
領
域
に
お
け
る
連
邦
政
府

と
共
和
国
政
府
、
ま
た
国
家
機
関
の
間
の
頻
繁
な
対
立
を
も
た
ら
し
た
こ
と
で
あ
る
。
連
邦
の
崩
壊
時
に
お
い
て
設
立
さ
れ
た
ロ
シ
ア

連
邦
憲
法
裁
判
所
は
、
一
九
七
八
年
の
ロ
シ
ア
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
社
会
主
義
共
和
国
憲
法
及
び
そ
の
一
部
改
正
法
を
前
提
と
す
る
法
的
環

（
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憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究（一）　

境
の
下
に
あ
っ
て
、
連
邦
崩
壊
後
の
混
乱
し
た
政
情
の
中
で
の
新
た
な
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
の
起
草
を
め
ぐ
る
大
統
領
と
議
会
と
の
間
の

政
治
対
立
に
巻
き
込
ま
れ
、
独
立
し
た
合
憲
性
審
査
機
関
と
し
て
の
自
ら
の
活
動
を
行
い
は
じ
め
た
。
連
邦
崩
壊
直
後
の
一
九
九
二
年

一
月
、
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
裁
判
所
は
、
国
家
安
全
保
障
委
員
会
（
Ｋ
Ｇ
Ｂ
）
と
内
務
省
を
一
つ
の
省
庁
に
合
併
す
る
と
い
う
エ
リ
ツ
ィ

ン
大
統
領
の
大
統
領
令
が
違
憲
で
あ
る
と
宣
言
し
た
。
エ
リ
ツ
ィ
ン
大
統
領
は
同
裁
判
所
に
と
っ
て
初
と
な
る
こ
の
決
定
を
遵
守
し
、

そ
れ
は
効
果
的
な
司
法
審
査
の
先
例
と
な
っ
た
。
三
つ
目
は
、
連
邦
憲
法
監
督
委
員
会
の
経
験
か
ら
見
て
も
、
そ
の
活
動
の
積
極
性
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
権
力
の
分
離
の
原
則
に
依
存
し
よ
う
と
し
て
い
る
国
家
に
お
い
て
合
憲
性
監
督
機
関
と
し
て
の
不
能
（
連
邦
人
民
代

議
員
大
会
に
よ
り
採
択
さ
れ
た
連
邦
の
法
律
及
び
そ
の
他
の
法
令
、
構
成
共
和
国
の
憲
法
に
つ
い
て
連
邦
憲
法
に
適
合
し
な
い
と
の
結

論
を
採
択
し
て
も
、
当
該
法
令
は
失
効
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
）
を
示
し
た
こ
と
で
あ
る
。

　

以
上
の
原
因
が
連
邦
憲
法
裁
判
所
の
設
立
の
必
要
性
を
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
特
に
、
一
九
七
八
年
の
連
邦
憲
法
改
正
を
前
提
と
す

る
法
的
環
境
の
下
で
、
連
邦
崩
壊
後
の
混
乱
し
た
政
情
の
中
で
自
分
の
立
場
を
保
つ
こ
と
が
で
き
た
連
邦
憲
法
裁
判
所
は
、
現
在
に
至

っ
て
も
そ
の
積
極
性
を
失
っ
て
い
な
い
。
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
裁
判
所
の
一
九
九
五
～
二
〇
一
九
年
に
お
け
る
実
務
に
関
す
る
報
告
書
に

よ
れ
ば
、
当
該
期
間
に
お
い
て
は
三
三
六
件
の
違
憲
判
決
が
下
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

金
澤
孝
「
憲
法
理
論
の
新
局
面
─
─
反
多
数
派
支
配
主
義
と
い
う
難
点
（Counter-m

ajoritarian D
ifficulty

）
か
ら
の
解
放
に
向
け

て
」
法
律
時
報
七
九
巻
四
号
、
二
〇
〇
七
、
八
三
頁
。

A
lexander M

. Bickel, 

“The Least D
angerous Branch

”, T
he Bobbs-M

errill Com
pany inc., A

 Subsidiary of H
ow

ard 
W

. SA
M

S &
 Co. inc., Publishers

・Indianapolis

・N
ew

 Y
ork, 1963y.

①
ス
ル
ハ
ン
ダ
ル
ヤ
州
の
首
長
に
よ
る
一
九
九
六
年
八
月
一
五
日
付
の
第
一
六
四
番
の
命
令
が
所
有
権
を
定
め
る
憲
法
第
五
四
条
に
違
反

す
る
と
し
た
判
決
（
一
九
九
七
年
二
月
二
五
日
）、
②
ホ
ラ
ズ
ム
州
の
首
長
に
よ
る
一
九
九
六
年
一
一
月
一
一
日
付
の
第
二
五
七
番
の
命
令
が

地
方
自
治
体
の
首
長
選
挙
を
定
め
る
憲
法
第
一
〇
五
条
に
反
す
る
と
し
た
判
決
（
一
九
九
七
年
二
月
二
五
日
）、
③
一
九
九
二
年
八
月
二
四
日

（
22
）

（
23
）

（
24
）

（
25
）

（
1
）

（
2
）

（
3
）
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論　　　説

付
の
内
閣
の
命
令
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
「
教
育
従
事
者
と
の
労
働
契
約
の
締
結
の
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
（
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
）
方
式
に

関
す
る
規
定
」
が
労
働
権
を
定
め
る
条
文
に
違
反
す
る
と
し
た
判
決
（
一
九
九
七
年
六
月
一
七
日
）、
④
一
九
九
七
年
三
月
一
一
日
付
の
内
閣

決
定
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
「
書
面
に
よ
る
労
働
契
約
の
締
結
に
関
す
る
勧
告
」
総
則
第
二
項
が
憲
法
に
適
合
し
な
い
と
し
た
判
決
（
一
九
九
七

年
六
月
一
七
日
）、
⑤
労
働
法
典
第
一
一
八
条
の
適
用
の
憲
法
へ
の
適
合
性
に
関
す
る
判
決
（
一
九
九
八
年
一
月
一
六
日
）、
⑥
第
二
次
世
界
大

戦
の
障
碍
者
等
に
対
す
る
居
室
面
積
の
賃
料
お
よ
び
公
共
料
金
の
支
払
い
に
つ
い
て
特
典
の
供
与
を
定
め
て
い
る
い
く
つ
か
の
法
規
範
が
憲
法

に
適
合
し
て
い
な
い
と
し
た
判
決
（
一
九
九
八
年
二
月
二
六
日
）、
⑦
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
労
働
組
合
連
合
会
評
議
会
等
に
よ
り
承
認
さ
れ
た

「
国
家
社
会
保
険
に
よ
る
手
当
の
査
定
お
よ
び
支
払
の
手
続
き
に
関
す
る
規
程
」
が
憲
法
に
適
合
し
な
い
と
し
た
判
決
（
一
九
九
八
年
二
月
二

六
日
）。憲

法
裁
判
所
法
（
一
九
九
五
年
八
月
三
〇
日
、
一
〇
三
─
Ｉ
番
）、
第
九
条
、
第
一
項
。
憲
法
裁
判
所
法
（
新
訂
、
二
〇
一
七
年
五
月
三

一
日
、O

, RQ

─
四
三
一
番
）、
第
一
三
条
、
第
一
項
。

　
「
憲
法
裁
判
所
の
判
断
は
、
最
終
の
も
の
で
あ
っ
て
上
訴
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
、
全
て
の
国
家
権
力
お
よ
び
行
政
の
す
べ
て
の
機
関

な
ら
び
に
企
業
、
施
設
、
組
織
、
社
会
団
体
、
役
職
お
よ
び
市
民
に
対
し
て
拘
束
力
を
持
つ
」。

Еременко Ю
. П

. «С
оветская Конституция и законность», С

аратов, 1982г. c.140.

«В
ерховны

й суд С
С

С
Р С

татьи и очерки о деятельности за 1924 -1974», М
осква, 1974. «В

ерховны
й суд С

С
С

Р и 

соверш
енствование советского законодательства», С

. Г. Банников, заместитель П
редседателя В

ерховного Суда С
С

С
Р.

ソ
ビ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
憲
法
、
一
九
二
四
年
一
月
三
一
日
制
定
（
最
初
の
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
憲
法
）。

Т.Я
. Х

абриева, «И
збранны

е труды
, Том 2», М

осква, 2018г. С
.35.

判
決
（
民
事
訴
訟
に
関
す
る
裁
判
、судебное реш

ение
）、
決
定
（
裁
判
所
が
行
う
判
決
以
外
の
裁
判
、
訴
訟
に
お
い
て
摘
発
さ
れ
た

新
し
い
違
法
行
為
に
対
し
て
行
わ
れ
る
裁
判
行
為
、судебное постановление

）、
評
決
（
刑
事
訴
訟
判
決
、приговор

）。

В
ерховны

й суд С
С

С
Р статьи и очерки о деятельности за 1924-1974. В

ерховны
й суд С

С
С

Р ─
 вы

сш
ий судебны

й орган 

страны
. П

олномочия верховного суда С
С

С
Р 50 лет верховного суда С

С
С

Р л. Н
. С

мирнов, председатель верховного суда С
С

С
Р

«П
олож

ение О
 В

ерховном
 С

уде С
ою

за С
оветских С

оциалистических Республик», П
резидиум

 Ц
ентрального 

И
сполнительного Комитета С

С
С

Р, П
остановление от 23 ноября 1923 года.

（
4
）

（
5
）

（
6
）

（
7
）

（
8
）

（
9
）

（
10
）

（
11
）
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憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究（一）　
«Бю

ллетень В
ерховного Суда С

С
С

Р и прокуратуры
 В

ерховного Суда С
С

С
Р» 1929г. №

1, стр. 4.

Т.Я
. Х

абриева, «И
збранны

е труды
, Том 2», М

осква, 2018г. С
.35.

«В
естник Ц

И
К

, С
Н

К
 и С

ТО
 С

С
С

Р» 1923 г. №
10, ст. 311. Толкование и разъяснение республиканского законодательства 

входило в компетенцию
 В

ерховны
х судов сою

зны
х республик.

«Разъяснения и постановления П
ленума В

ерховного Суда С
С

С
Р», М

., 1932, стр. 28.

«П
олож

ение о В
ерховном

 С
уде С

ою
за С

оветских С
оциалистических Республик», П

резидиум
 Ц

ентрального 

И
сполнительного Комитета С

С
С

Р, постановление от 23 ноября 1923 года.

現
在
、
法
律
の
優
位
性
、
合
法
性
及
び
法
律
の
一
律
的
な
適
用
を
確
保
す
る
権
限
は
検
察
庁
に
も
与
え
ら
れ
て
い
る
。

«В
ерховны

й суд С
С

С
Р статьи и очерки о деятельности за 1924-1974», М

осква, 1974, «Руководящ
ие разъяснения 

В
ерховного С

уда С
С

С
Р ─

 важ
ное средство укрепления социалистической законности», X

. Б. Ш
ейнин, Зам

еститель 

начальника отдела В
ерховного Суда С

С
С

Р.

Т.Я
. Х

абриева, «И
збранны

е труды
, Том 2», М

осква, 2018г. С
.56

Т.Я
. Х

абриева, «И
збранны

е труды
, Том 2», М

осква, 2018г. С
.60.

М
орщ

акова Т. Г., «Судебная реформа», М
осква, 1990. с50.

河
原
祐
馬
「
ロ
シ
ア
に
お
け
る
政
治
の
『
司
法
化
』：
憲
法
監
督
制
度
を
め
ぐ
る
問
題
と
の
関
連
で
」、
岡
山
大
学
法
学
会
雑
誌
六
四
巻

三
・
四
号
（
二
〇
一
五
年
三
月
）、
七
頁
。

同
・
第
二
一
頁
、
第
四
段
落
目
。

Т.Я
. Х

абриева, «И
збранны

е труды
, Том 2», М

осква, 2018г. С
.89.

ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
裁
判
所
の
公
式
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト http://ksrf.ru/ru/D

ecision/Statisticses/Pages/default.aspx

（
最
終
閲
覧

日
：
二
〇
二
〇
年
七
月
一
五
日
）。

（
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